
朝霞市特定農地貸付規程細則 

平成２１年 ３月２３日決裁 

平成２２年 ８月１８日決裁 

平成２４年 １月３１日決裁 

平成２４年 ６月１８日決裁 

平成２５年 １月３１日決裁 

平成２７年 ２月 ２日決裁 

平成２９年 １月２５日決裁 

（趣旨） 

第１条 この細則は、朝霞市特定農地貸付規程（以下「規程」という。）の施行について必

要な事項を定めるものとする。 

（世帯を単位としない利用） 

第２条 規程第３条ただし書きの規定に基づき、次に掲げるものは、貸付農地を利用する

ことができる。 

（１） 福祉又は教育を目的とする市内の団体で市長が認めるもの 

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が特に認めるもの 

（利用期間） 

第３条 規程第４条に規定する貸付農地の利用期間は、２３月、３５月、４７月又は５９

月とし、市長が指定する年の４月１日をその開始日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、同項の利

用期間を短縮し、又は同項に規定する利用期間の開始日以外の日を利用期間の開始日と

することができる。 

（１） 規程第６条第５項の規定により決定を受けた利用予定者について利用を承認する

とき。 

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。 

（休園日及び利用時間） 

第４条 市長は、次の各号に掲げる場合は、規程第５条第１項ただし書の規定に基づき、

貸付農地を臨時に休園とすることができる。 

（１） 農地の天地返しを行う必要があると認めたとき。 

（２） 施設の補修等を行う必要があると認めたとき。 

（３） その他管理上休園にする必要があると認めたとき。 

２ 規程第５条第２項に規定する貸付農地の利用時間は、日の出から日没までとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると認めたときは、前項の利用時間

を変更することができる。 

（利用の手続） 

第５条 規程第６条第３項又は第５項の規定により決定を受けた利用予定者は、貸付農地

を利用しようとするときは、市長が指定する期日までに、市民農園利用申請書（様式第

１号）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請について利用を承認したときは、市民農園利用承認書（様式第２

号）により利用予定者に通知する。 

３ 前２項の規定は、前条の規定により貸付農地を利用しようとするものについて準用す

る。 



（利用の不承認） 

第６条 規程第９条第２号に規定する市長が利用を不適当と認めるときは、次のとおりと

する。 

（１） 利用予定者が重複して利用申請をしたとき（市長が特に必要があると認めたとき

を除く。）。 

（２） 利用予定者が他人名義により利用申請をしたとき、その他不正な方法により貸付

農地を利用しようとするとき。 

２ 市長は、規程第９条の規定により利用の承認をしないときは、その理由を付し、市民

農園利用不承認通知（様式第３号）により利用予定者に通知する。 

（賃料の納入等） 

第７条 利用者は、利用承認後、市長が指定する期日までに、規程第１１条に規定する賃

料を第３条第１項に規定する利用期間について１２月分及び１１月分をそれぞれまとめ

て納入しなければならない 

２ 第３条第２項の規定により利用を開始する利用者の賃料の納入期日及び納入方法は、

前項の規定に準じて市長が定める。 

３ 貸付農地の利用開始日が月の中途にあたるときの当月分の賃料の額は、１月分として

算出するものとする。 

（賃料の免除） 

第８条 規程第１２条の規定により賃料を免除することができる場合は、次に掲げるとお

りとする。 

（１） 市内の保育所、小学校又は中学校が教育目的のために利用するとき。   

（２） 身体障害者手帳、みどりの手帳（療育手帳）又は精神障害者保健福祉手帳（以下

「障害者手帳」という。）を有する者がいる世帯が利用するとき。 

（３） 構成員の半数以上を身体障害者、知的障害者又は精神障害者の市民等（市内に住

所を有する者、市内に存する事務所又は事業所に勤務する者及び市内に存する学校

に在学する者をいう。）が占める団体が利用するとき。 

（賃料の免除手続） 

第９条 前条の規定により賃料の免除を受けようとするものは、市民農園賃料免除申請書

（様式第４号）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請に基づき、賃料の免除を承認したときは、市民農園賃料免除承認

書（様式第５号）により通知する。 

（賃料免除理由の変更届出） 

第１０条 前条第２項の規定により賃料の免除の承認を受けたものは、当該免除の理由に

変更が生じたときは、市長にその旨を遅滞なく届け出なければならない。 

（利用承認の取消し等） 

第１１条 市長は、規程第１４条の規定により利用の承認を取消し又は利用を制限し、若

しくは停止するときには、その理由を付し、市民農園利用承認取消等通知書（様式第６

号）により利用者に通知する。 

（利用の辞退届） 

第１２条 利用者は、利用期間内に利用をやめようとするときは、市民農園利用辞退届（様

式第７号）を市長に提出しなければならない。 

（賃料の還付等） 



第１３条 規程第１６条ただし書の規定により賃料の全部又は一部を還付する場合の特別

の理由及びその還付金額は、次のとおりとする。 

 （１） 利用者の責めに帰すことができない理由により連続して１５日以上貸出農地を

利用できなかったとき 利用できなかった期間（利用できなかった日数につき３

０日を１月として算定し、３０日未満の端数については、その日数が１５日以上

のときは１月とし、１４日以下のときはこれを切り捨てる。）に相当する賃料の

額。 

（委任） 

第１４条 この細則の施行について必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この細則は、平成２１年３月２３日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この細則は、平成２２年８月１９日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この細則は、平成２４年２月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この細則は、平成２４年７月９日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この細則は、平成２５年２月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この細則は、平成２７年２月１０日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この細則は、平成２９年２月 １日から施行する。 

  


